
   新川地域介護保険･ケーブルテレビ事業組合介護人材発掘支    

援事業補助金交付要綱                      

（趣旨）  

第１条  この要綱は、介護人材発掘支援事業補助金（以下「補助金」とい

う。）の取扱いに関し、必要な事項を定めるものとする。  

 （定義）  

第２条  この要綱における用語の意義は、次の各号に定めるところによる。 

(1)  介護サービス事業所  次のいずれかに該当するサービスを行う事業  

  所であって、理事長又は富山県知事が指定（許可を含む。）した管内に

住所を有する事業所  

ア  介護保険法（平成９年法律第 123号。以下「法」という。）第８条

第１項に規定する居宅サービス  

イ  法第８条第 14項に規定する地域密着型サービス  

ウ  法第８条第 26項に規定する施設サービス  

(2)  総合事業指定事業所  新川地域介護保険・ケーブルテレビ事業組合  

介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者の指定等に関する要綱（平

成 28年新川地域介護保険組合告示第 22号）第５条第１項の規定により

指定を受けた事業者が法第 115条の 45第１項第１号に規定する第１号

事業（訪問型サービス・通所型サービス）を行う事業所  

(3) 介護職員  介護事業所の介護職員、看護職員、生活相談員、介護支  

援専門員、機能訓練指導員、管理栄養士等直接処遇職員として、介護

の実務に携わっているもの（宿直員、事務員等直接利用者の介護に携

わらない職種は除く。）をいう。   

 （補助事業）  

第３条  この補助金は、紹介により介護職員を雇用した場合に、その紹介

者に対し、謝金等を支払う仕組みを整備する法人を支援することで、介

護人材確保を図ることを目的として交付する。  

（補助金の交付対象者）  

第４条  補助金の交付対象者は、次の各号のいずれかに該当する場合を除

き、管内の介護サービス事業所又は総合事業指定事業所（以下「介護事

業所等」という。）を運営する法人で、紹介を業としない者からの紹介に



より、新たな介護職員を雇用するとともに、その介護事業所等を運営す

る法人の仕組みに基づき、当該紹介者（当該法人の社員を含む。）に対し、

謝金等を支払ったものとする。  

(1) 同一法人またはグループ法人内の別事業所への雇用替え  

(2) 管内介護事業所等間での雇用替え  

(3) 同一介護職員に対する再度の紹介  

(4) 前各号に掲げるもののほか、理事長が不適当と判断したもの  

  (補助金の対象経費及び補助金の額）  

第５条  補助金の対象となる経費 (以下「対象経費」という。）及び補助金

の額は、対象者に対し、謝金等を支払った場合に、その支払った額の２

分の１の額とする。ただし、１件につき、１万円を上限とする。  

（補助金の交付申請）  

第６条  補助金の交付を受けようとする者は、介護人材発掘支援補助金交

付申請書兼請求書 (様式第１号 )に関係書類を添えて、理事長に提出しな

ければならない。  

(補助金の交付決定等 ) 

第７条  理事長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請の内

容を審査してその適否を決定し、その結果を介護人材発掘支援補助金交

付決定 (却下 )通知書 (様式第２号 )により申請者に通知するものとする。  

２  交付の決定をした補助金は、前項の通知の日から１月以内に交付する

ものとする。  

(補助金の交付決定の取消し ) 

第８条  理事長は、申請者が偽りその他不正な手段等により補助金の交付

決定を受けたと認めたときは、補助金の交付の決定を取り消すことがで

きる。  

(補助金の返還 ) 

第９条  理事長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合

において、既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還

を命ずるものとする。  

(報告等 ) 

第１０条  理事長は、必要があると認めたときは、補助金の交付を受けた



者に対して、報告又は書類の提出 (以下「報告等」という。 )を求めるこ

とができる。  

２  補助金の交付を受けた者は、前項に規定する報告等を求められたとき

は、速やかに応じなければならない。  

(その他 ) 

第１１条  この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項

は、理事長が別に定める。  

附  則  

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。  


